様式第１号（第４条、第10条関係）
○○年度○○○○事業計画（報告）書
１　事業実施主体

	事業実施主体名
及び代表者氏名
	

	所在地
	

	連絡先電話番号
	

	メールアドレス
	

	担当者職・氏名
	

	間接補助の場合のみ記載
	市町村担当課
	

	
	担当者職・氏名
	

	
	連絡先電話番号
	

	
	メールアドレス
	


２　事業の概要・目的等
	事業内容
	

	事業実施
　（予定）期間
	令和　年　月　日　から　令和　年　月　日　まで　

	事業実施地域
	

	事業費
	

	補助対象経費
	

	事業の目的
	

	地域の現状、課題及び事業を行うに至った経緯
	

	地域に与える影響や期待される効果等
	


３　その他

	関係法令の遵守
	関係法令の遵守について（確認のうえ、✓を入れてください）
□ 事業の実施に係る関係法令等を十分に認識のうえ、遵守します。

	他の補助金の活用の有無
	□ 有　　　□ 無　（いずれかに✓を入れてください）
有の場合
　・活用する補助金名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　・事業内容（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　・補助金を所管している部署名や団体名
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	消費税の取り扱い
	□ 一般課税事業者　　□ 簡易課税事業者　　□ 免税事業者
□ 特定収入割合が５％を超えている公益法人等・地方公共団体・仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者
（いずれかに✓を入れてください）


４　添付書類

（１）事業計画申請時
ア　事業実施主体の概要が把握できる資料（団体の規約、構成員等）（間接補助の場合のみ）
イ　事業計画の詳細が把握できる資料（計画図、補助対象経費が確認できる見積書の写し、現況写真等）

（２）事業実績報告時
ア　事業実績の詳細が把握できる資料（実施図、支払いが確認できる領収書の写し、事業実施時の写真（実施内容、規模等が確認できるもの）等）

様式第２号（第４条、第10条関係）
○○年度○○○○事業収支予算（決算）書
歳入予算（決算）
	財源区分

	予算（決算）額

	備　　考


	県補助金
市町村費
その他

	
	

	計
	
	


歳出予算（決算）
	科　　目

	予算（決算）額
	備　　考


	
	
	

	計
	
	


様式第３号（第５条関係）
年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
鳥取県知事　　　　
○○年度鳥取県公民連携まちづくり支援事業補助金交付決定通知書
　　　年　　月　　日付の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県公民連携まちづくり支援事業補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和32年４月鳥取県規則第22号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。
記
１　対象事業
　本補助金の対象事業は、「○○○○事業」とし、その内容は、・・・・・・・・・・・・とする。
２  交付決定額等
　本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、対象事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。
　　(1) 算定基準額　　　　　金          円
　　(2) 交付決定額        　金          円
３  経費の配分
　本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、・・・・・・・・・・・・・とする。ただし、対象事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。
４  交付額の確定
　本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取県公民連携まちづくり支援事業補助金交付要綱（令和４年６月９日付第202200053657号地域づくり推進部長通知。以下「要綱」という。）第３条第２項及び第５条第３項の規定を適用して算定した額と、前記２の(2)の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。
５  補助規程の遵守
　本補助金の収受及び使用、対象事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなければならない。
様式第４号（第１０条関係）

年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
職　　氏　　名　　　
○○年度鳥取県公民連携まちづくり支援事業補助金仕入控除税額確定報告書

　　年　月　日　付第　　　号で交付決定のあった　　年度鳥取県公民連携まちづくり支援事業補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、下記のとおり報告します。

記
１　交付された補助金等の額の確定額

　　　金　　　　　　　　円　　

２　消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

　　　金　　　　　　　　円　　

３　補助金の額の確定までに減額した仕入控除税額

　　　金　　　　　　　　円　　

４　補助金返還額（２から３の額を差し引いた額）

　　　金　　　　　　　　円　　

５　添付資料

（１）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算方法や積算内訳等を記載した書類

（２）課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し）

（３）課税売上割合・控除対象仕入れ税額等の計算表（写し）

様式第４号　別紙（第１０条関係）

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の計算方法や積算の内訳等を記載した書類

１　法人名
２　法人住所
３　代表者職氏名
４　補助事業名
５　補助金額
６　当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
７　６の計算方法や積算の内訳
（１）補助対象経費（補助金の使途）の内訳
	区　　　分
	
	
	非課税仕入れ
	合計

	
	課税仕入れ
	課税売上

対応分
	非課税売上対応分
	共通対応分
	
	

	経費の内訳


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（２）課税売上割合　○○％

（３）補助金に係る仕入控除税額の計算方法

